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自動車運転者の労働時間等の改善のための基準に係る 

適用除外業務について 

 

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準(平成元年労働省告示第７号。以下「改

善基準」という。)第１条第１項に基づき労働省労働基準局長が定める業務及びその留

意点については下記のとおりとするので、了知の上その適切な運用を図られたい。 

 

記 

 

１ 適用除外対象業務 

貨物自動車運送事業における次の業務とする。 

⑴ 災害対策基本法及び大規模地震特別措置法に基づき、都道府県公安委員会から緊

急通行車両であることの確認、標章及び証明書の交付を受けて行う緊急輸送の業務 

⑵ 消防法に基づき、関係消防機関に移送計画を届け出て行うアルキルアルミニウ

ム、アルキルリチウム及びこれらの含有物のタンクローリーによる運送の業務 

⑶ 高圧ガス保安法に基づき、事業所の所在地を管轄する通商産業局長に移動計画書

を届け出、その確認を受けて行う可燃ガス、酸素、毒性ガス等の高圧ガスのタンク

ローリーによる運送の業務 

⑷ 火薬類取締法に基づき、都道府県公安委員会に運搬に関する計画を届け出、運搬

証明書の交付を受けて行う火薬、爆薬等の火薬類の運送の業務 

⑸ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律及び放射性同位元素等に

よる放射線障害の防止に関する法律に基づき、運輸大臣の確認を受け、かつ、都道

府県公安委員会に運送計画を届け出て行う核燃料物質等及び放射性同位元素等の

運送の業務 

 

２ 上記１の業務に従事する期間を含む１箇月の拘束時間及び２週間の運転時間の上

限 

上記１の業務に従事しない期間については改善基準が適用されるが、この業務に従

事する期間を含む１箇月の拘束時間及び２週間の運転時間の上限は次のとおりであ

る。 

⑴ １箇月の拘束時間については、次の式により計算した時間を超えないものとする

こと。 

[(上記１の業務に従事した月の日数)－(上記１の業務に従事した日数)]÷  

(上記１の業務に従事した月の日数)×(上記１の業務に従事した月の拘束時間) 



⑵ ２週間の運転時間の上限は、次の式により計算した時間を超えないものとするこ

と。 

[14－(上記１の業務に従事した日数)]÷14×88 

 

３ 届出書又はその写の備え付け等 

上記１の業務を行うに当たっては、適用除外業務に該当することが明らかとなる関

係法令に基づく各種行政機関への届出書又はその写を事業場への備え付け及び自動

車運転者ごとの下記の業務に従事した期間が明らかとなる記録の整備が必要である。 

また、上記１の業務に従事する期間の直前において改善基準に定める休息期間を与

えなくてはならないことはもとより、当該業務に従事する期間の直後においても継続

８時間以上の休息期間を与えることが要請されるものである。 

 


